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1

本稿の目的は,広い意味でほ第二次大戦終了直前から,その後約6年

間を対象として,戦後西側世界の覇権国たる地位が,イギリスとアメ'リ

カとのあいだで完全に交替してゆく過程に注目して,その中で両国の高

度政策決定者達の相互の地位認識と戦後国際体系の中での自国の役割認

識が,どのようなものであったかを明確にすること,そして,両国間の

そうした諸認識のあいだの関連を探り,大国間の覇権交替期に,それら

の国々の政策決定者たちほ,いかなる理由に基づき,いかなるようにふ

るまったのかを部分的ではあるが説明することである｡

でほ,なぜ上記目的からのアプローチが必要となるのだろうか?筆

者はこれまで,1930年代および1940年代前半までのイギリスの対極東

政策の変遷とその決定過程について,および同じくイギリスの1940年代

後半から1950年代にかけての対西欧政策の変遷とその決定過程につい

て,イギリス政府文書を主な一次史料として研究してきたが,それはす

なわち当該地域におけるイギリスの大国としての影響力の衰退,それに
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代わる主な影響力の担い手としてのアメリカ合衆国の台頭の過程を物語

ることにほかならないことに気付かざるをえなかった(1)｡

この点について,既存の研究業績との関連を述べるならば,今のとこ

ろ,筆者が対象とする期間のイギリス,アメリカそれぞれの外交史的研

究ほ英米両国を中心に着実に蓄積をみつつあるのだが,そこには必ずし

も問題がないとほいえない｡それほそれらの研究のもつ時間的･空間的

な視野の狭さということである｡すなわちまず第一にイギリスならイギ

リス,あるいほアメリカならアメリカと,一国のみに視点を固定したも

のがはとんどであり,両者から等距離に立って平等に視線を注いだ研究

がないこと,第二に時間的にごく短期間(数ヶ月から長くても3年程度)

に限定された個別の外交史的事件のみを対象としていることである｡し

たがって本研究においては,これまでの研究に欠けていた部分を補うべ

く,約6年間という現代の外交史研究としては(かつ,この小論程度の

分量の論考としては),比較的長期間を対象とし,英米双方を第三者的立

場から相対化して観察し,多数ある二次文献の成果ももちろん利用する

が,基本的にほあくまでも一次史料たる両国政府の公文書類を材料とし

て,両国の政策決定者達の認識変化の過程を明らかにすることを心がけ

た｡そうすることによって,｢重箱の隅｣的状況に陥っており,専門外の

研究者にはその価値や中長期的歴史的文脈の中での位置付けが困難に

なっている多くの外交史的研究を包括する枠組みを提供するという学術

的貢献が,いささかなりとも期待できるものとも思われる｡

国内外においてこの種の｢高度政策決定者｣たちの｢相互イメージ認

識｣の変化の過程を分析の対象としたものほ皆無でほないが,20世紀以

降の英米両国の政策決定者たちを対象としたものについてみた場合,D.

C.Watt,SucceedingJohn Bul乙 Americain Britain七PhlCe1900

,1975,(1984,Cambridge)とC.Thorne,Allies〆a
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London)の2著作のみが,この種の課題に正面から取り組んだ力作とい

えよう｡ただし両著作ともにそれぞれ一長一短があり,ワットの場合,

75年間というきわめて長期的な視野に立っているがゆえに(もちろん,

それゆえの利点もあるのだが),一次史料が,充分に使用されていない,

議論が精密さにかけ,印象的記述が目立つといったうらみがある｡また

ソーンの場合は一次史料を英米双方にわたって駆使した大作であり,議

論の精密さも申し分ないが,対象とする期間が,第二次大戦中のみであ

り,短期にすぎるうらみがあるし,戦時という特殊状況での英米関係を

対象とする以上,戦前あるいは戦後の平時の英米関係についての分析と

は視点も異ならざるをえない(軍事･戦略問題が占める比重が非常に高

く,広範な英米間の政経関係の扱いは副次的なものになる)｡

2

本稿において対象とする中心的issueは,以下のようにして限定され

る｡

1944年から1951年という6年間におよぶ英米外交史上の様々なる

issueのすべてをとりあげるのはもちろん,理想的アプローチでほある

が,物理的制約上困難である｡またそのような作業ほかえって網羅的な

外交史的事実の記述に終始し,この研究の本来の目的である,そのよう

な具体的外交史的事実の背後にあった両国の政策決定者たちの相互認識

のあいだの関連の分析という作業を軽視してしまうことにもなりかねな

い｡したがって,本稿では,上記期間を通じて,常に英米両国の基本的

外交政策上のアジェソダに非常に高いプライオリティをもってのぼりつ

づけ,かつ,そのissueをめぐる両国間の意見が相違したとき,あるいは

一致をみたときのいずれの場合においても,それが,両国政府の根本的

戦後世界秩序構想の反映された結果であったというような一つの大きな

issueに焦点をあてるものとする｡それはすなわち,戟後のヨーロッパ大
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陸における復興および秩序形成がいかなる形でなされるべきかという問

題である｡ではなぜ,このissueが,本研究の目的上,選択されるにふさ

わしいのか｡それはまず,第一にこの問題こそはまさに,それに積極的

に関与することによって,アメリカをして戦後西側世界の盟主たる地位

におくことになったissueであり,第二にこの問題をめぐってしめされ

たイギリス側の対応こそが,自国に最も近接し,その国益が非常に大き

くからんだ地域においてさえ,もほやアメリカの関与によらない排他的

リーダーシップの発揮ができなかったという事実を示すことによって,

その覇権国としての資格の喪失を明瞭にあらわしたものだからである｡

以上のような空間的な対象の限定に対して,時間的な対象の限定をよ

り明確にしようとするならば,次のように言えるだろう｡本研究が対象

とする6年間は,特にヨ一口ツ/くにおける戦後国際秩序形成というissue

をめぐっての英米両国の相互認識の変化に着目するならば,大きく二つ

の時期に区分して考察するのが適当かと思われる｡すなわち,アメリカ

による西ヨーロッパ復興への関与が明確化し,イギリスもそれを歓迎す

るが,そのための路線がイギリス政府の望む方向から逸脱しはじめてゆ

く,1949年秋から1950年夏までの期間が区切りとして適当であると筆

者は判断したわけである｡

具体的には;

(i)終戦直前から,1947年夏のアメリカ側によるマーシャル･プランに

よる西ヨーロツ/くの経済復興への体系的取り組みの姿勢の明確化をへ

て,1948年初頭のイギリスによる``westernunion''構想の公表と1948

年中を通じたその実現のための努力,そして,1949年のNATO形成

と同年秋までのイギリス側の政策転換まで;

(ii)1950年以降のイギリスを除く西ヨーロッパ諸国による超国家主権

的統合計画(シューマン･プランとプレヴァソ･プラン)による西ヨー

ロッパでの秩序形成の試みの提唱とそれらをめぐる1951年秋までの
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英米の姿勢の明確化,であり,本稿での記述と分析の比重は主として

(i)の方に向けられる｡

註

(1)詳細については,筆者の既発表論文,『極東におけるイギリスの宥和外交一対日

中関係をめぐる議論と対応,1933年～39年』(1)および(2)(｢法学論叢｣第130巻

一号,第130巻4号)と『イギリスの戦後対中政策構想,1942年～1945年一イギ

リスの対中権益と極東における｢非公式｣の帝国の将来』(1)および(2)(｢法学論叢｣

第133巻3号,第134巻1号)を参照のこと｡

*なお本稿は,既発表の拙稿,『第2次チャーチル政権と西ヨーロツ/くの統合,1951

年-1954年一チャーチル,イーデソ,マクミランと｢大国｣イギリスの将来』(1)

(三重大学社会科学会｢法経論叢｣第12巻第2号に掲載｡)を基礎として,極め

て大幅に加筆,修正したものであるが,その分析の視点は全く異なるものであり,

あわせて読んでいただけれは幸いである｡また本研究の遂行にあたってほ,平成

七年度科学研究費補助金(奨励研究A)の交付をうけた｡

第1章 英米両国の初期対ヨーロッパ戦後構想:マーシャ

ル･プランの形成およぴそれへの対応まで

第1節 終戦直前から直後のイギリス側政策決定者たちによる戦後国

際状況一般の認識と,その中での自国のおかれた地位およぴ,

おかれるべき地位の認識,そして対米認識のうち,特にヨー

ロッパ大陸における戦後秩序形成にかかわるもの

以下に引用するイギリス側の認識は,主として,イギリス外務省高官

および,彼らの政治的上司として,戦後イギリス外交の針路の決定に携

わった閣僚級人物が直接残した発言･文書の記録によるものであり,ま

ず,適宜重要と思われる部分を引用･整理する｡その上で,それらの中

から見出せる,イギリス政府の戦後の国際状況一般の認識,その中での
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イギリスが置かれていた地位の認識,イギリスが置かれるべきであると

考えていた地位の認識,そしてそれらの認識が彼らの対米認識といかな

る関連を有していたかを,特に｢戦後のヨーロッパ大陸における新たな

る国際秩序の形成｣という文脈の中で分析することになる｡

イギリス外務省は,おそくとも1944年の末までにほ,その時点でほそ

の一部の高級官僚だけの間でのことに過ぎなかったが,戦後予想される

米ソ超大国に対する相対的な,そして(これが重要であるが)｢一時的｣

なイギリスの経済力,軍事力の低下,それに伴う政治的威信･■影響力の

低下(つまり大戦に勝利を収めるであろう連合国の中での,いわゆる"the

BigThree''の一員としての地位からの転落)を懸念し,それを防ぐ,あ

るいはそのような事態が避けられないとしても,それをできるだけ短期

間にとどめるための構想を考えはじめていた｡時の挙国内閣で首相をつ

とめていたチャーチル(WinstonSpencerChurchill)は,常にルーズヴェ

ルト(F.D.Roosevelt),スターリン(J.Stalin)といった米ソ両超大

国首脳と並んで連合国の最高意思決定に関与していたし,テヘラン,ヤ

ルタ等でのチャーチルのパフォーマンスを同じく国連安全保障理事会で

常任理事国のいすをもらうことになった,中華民国およびフランスの元

首たち,つまり蒋介石やド･ゴール(CharlesdeGaulle)のそれと比較

するならば,イギリスが米ソと並ぶ3大国の一つでない,あるいは将来,

不可逆的にそうでほなくなってしまうなどとほ(特にそのような国際外

交の真っ只中にあったイギリス外務省の官僚たちにほ),とても考えられ

なかったのである｡

しかし同時に彼らほ,その危険に対して全く無自覚でもなく,したがっ

て何とかして3大国の一員でありつづけるための戦後外交政策がその知

恵をしばって考えられなくてはならなかったのもまた事実である｡

結果から言って,当時の外務官僚たちの構想は,彼らの想い描くプラ

ンの遂行に都合のよい事実にだけ目を開き,(おそらくは無意識のうち
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に)都合の悪いことにほ目を閉ざした,多くの泰望的(で実際のところ

その希望通りにはいかなかった)観測附こ依存した政策構想でしかなかっ

たとしかいいようがないものであったが,彼らのすべての戦後政策政策

構想のそもそもの出発点として,この外務省内部での議論にここで触れ

ずにすますことはできないであろう｡

一つの大国の針路を定めることを職業としていた人々(この場合,主

にイギリス外務省の役人たちと,そのいうことを信じた,あるいはそれ

が自分の個人的好みにあっていたために政策として採用した政治家た

ち)が,その国の地位,威信あるいほ国力といったようなものが,現に

下り坂にあるようだとまでは認識し(地位とか威信とか国力などという

ものはほなはだ曖昧な概念であり,当時のイギリス人たちにも各種の統

計等を使えば,ある程度の具体的な指標化はできたのかもしれないが,

ここでもっと重要だったのほこれらの曖昧なものがなんとなく｢落ちて

いく｣という曖昧に曖昧を掛け合わせたような,もっと曖昧な｢感じ｣

だったのではないだろうかと思われる),そこからの立ち直りの手段を模

索していったというわけであるが,彼らはその際,イギリスがこのまま

衰えてゆくということが｢不可逆的｣な針路だとは考えていなかった｡

そのこと自体は決してしてはいけない判断でも何でもないのだけれど

も,その際に彼らが,｢間違い｣(このようなことばを使うことが許され

るとして)を犯していたと思われるのは,月並みないい方でしかないが,

やはり彼らには過去および現状の正確な理解が欠けていたということ,

つまりイギリスが過去半世紀近くにわたってたどってきた歩み,世界で

も屈指の大国となってきた過程とそのような地位を支えてきた歴史的な

理由を冷静に認識していなかったことにより,帝国の全盛期の過去を実

際以上に美化してしまい,それが永遠につづくべきものと考えたという

点ではないかと思われる｡つまり自らがその中で生れ育ち知らず知らず

のうちにその思考様式に一定の枠をほめることになっていた古き良き過
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去の追憶によってその判断力をむしばまれてしまったということであ

る｡

でほ,その外務省の｢時代錯誤的｣な政策とやらが,もっと具体的に

はどんなものだったのか｡そのような考えがいつごろから外務省の人間

によって抱かれ始めたのか,やはり一番簡単なのは,彼ら自身がのこし

た記録の中に何かないかと覗いて見ることだろう｡

まず1945年7月10日付の外務省再建局(theReconstructionDepart-

ment)による(執筆者名ほ不明)省内の内部文書として作成された長文

の覚書をみることにより,その構想の最初のかたちおよび形成の背後に

あった論理が理解できるだろう｡これは1944年6月以来の外務省内で

の,彼らのいうところの,"aWesterngroup"結成の構想の｢歴史｣を

要約したものである｡

ここで,あらかじめお断りさせていただくが,この"aWesterngroup''

ということばを座りのよい日本語に的確に訳すことほちょっと難しいの

ではないかと思われる｡文字どおり訳せば｢西側集団｣だが,この場合,

外務省はあとからわかるようにアメリカをこのグループの中には含めて

おらず,ここでの"Western"ほつまるところ｢西欧の｣に近い意味のよ

うであるが,当時のイギリス人にとって,自国が｢西欧の一部｣でしか

ないという発想はかなり違和感があるものであったほずであり,｢西欧

の｣ということばはやはり,"WesternEuropean"ということばの訳語

としてしか,持ちいえないのではないかと思う｡彼らがここで｢西の｣

という形容詞で限定したかった地域は,ごく大雑把にいって,旧大陸の

キリスト教文明諸国で,地理的にはドイツより西方,ただしスカンディ

ナヴィアも場合によってほ含む,そしてそれら諸国の海外植民地も含む

というぐらいの範囲であって,現在の西欧と完全に同一視はできないも

のであるし,世界帝国であるイギリス(およびその旧植民地,当時の自

治領等をもふくむ,つまり｢コモンウェルス｣である)を細め他の植民
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地保有国も含む以上,当時のイギリス外務省の人間にとってそれは絶対

に欧州にほ限定されないものであった｡したがって,この"a Western

group"はあえて訳せば｢北米をのぞく西側自由主義,民主主義,資本主

義諸国およびその属領からなる集団｣とでもなるが,とても使える訳語

ではないので以下ほそのまま英語表記のままとする｡またここでの

"Western"ということばの意味については外務省の内部でもその正確

な対象についてほ混乱がみられたようであり,以下に訳出するところの

ように西欧とはっきり断言しているところもあるが,そこにイギリス自

身も含まれるのか,イギリスと西欧ほ別個の存在なのかと考えるなら,

やはり後者の意味の万が一般的な認識だったのでほないかと思われる｡

以下,そのまま大意のみを訳せば(訳文中,かっこ内は筆者による補足):

1.1944年6月ダソバートソ･オークス会議の前から外務省は西欧に安

全保障のための何らかの地域的集団を形成する可能性を検討し始めて

いた｡このような集団を形成する利点としては,イギリスはその西方

の隣人たちと,防衛目的で(特にドイツに対しての防衛で)結び付き

をもつことによって,戦後創設される``theWorldOrganisation''(つ

まり後の国際連合のこと)においてより効果的な役割を果たせるであ

ろう｡またそうすることによって,イギリスほ果たして(世界政治に

おいて)米ソと同等の貢献をする意思と能力があるのかという米ソ両

国が抱いている疑念を拭いされるだろうし,米ソもそのような事態は

歓迎するだろう｡それによって欧州での英ソ関係は疎遠になるよりも

むしろ強化されるだろう｡また西欧全体をカヴァーするシステムの構

築は戦後の人員配分の問題をやわらげるだろう｡さらにこのようなシ

ステムによりドイツの牽制にはかかせないフランスの強化,安定も促

進されるだろう｡西欧の防衛資源の利用を調整することにより,我が

国の防衛は即座により｢深み｣("depth")を持ったものになるだろう
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(=より東方まで安全保障の線が伸びる)し,利用可能な資源は増え

るし,柔軟性も増えるし,なにか事の起こる前に他の西欧諸国と協調

をもって共通の防衛計画を作り上げられるだろう｡

他方,不利益な点としては,大陸での他の西欧諸国の防衛に巻き込

まれる危険性の増大および大陸防衛用の大量の地上軍人員確保の必要

があげられるだろう｡

2.参謀本部(theChiefsofStaff:COS)もこの構想にほ非常に好意

的であった｡(1944年7月24日付;2.…･‥ごく近い将来のことを考

えるなら我々の安全保障はドイツの再興の阻止にあるが長期的には最

も重要な要素は対ロシア関係であろう｡大国間の紛争を解決する能力

を持った世界的機構が成功裡に実現するかもしれないが,もしそれが

だめだった場合,われわれほ遅かれ早かれロシアとの利害の衝突に直

面するだろう｡その際にほドイツの態度と力が最重要なものとなろう｡

3.……軍事的見地からはわれわれほ外務省の提唱する案が採用され

ることにより,西欧諸国の強力な結び付きの形成が開始され,我が国

の防衛に必要な｢深み｣が確保されることに多大の利点を見出すもの

である｡この西欧諸国の集団に後の時点でドイツの一部ないしは全部

が含まれることなくして充分な強さが確保されるかどうかほ疑わしい

が,現時点では明言はできない｡4.もちろん,われわれほ決して,

対ロシア西側ブロックの形成を行っているとの印象を与えてロシアを

刺激してはならない｡ゆえに西欧諸国の集団作りの当面の目的はドイ

ツの抑止とされなければならない｡しかし,より危険な可能性,すな

わち敵対的なロシアがドイツの資源を利用するという可能性は見過ご

されてはならない｡今後われわれの採用するいかなる手段もそのよう

な事態を防止できるか否かという観点から吟味されなければならな

い｡)(かっこ内はCOS覚書:原文のまま)

3.･ベルギー,オランダ,ノルウェーは戦時中のイギリスとの協力関係
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(association)を永続的なものとしたいと考え,1944年7月イーデン

(AnthonyEden:当時外相)は3国の外相と個卿こ会談し,イギリス

としてもそのような関係には興味があるが,しかしダンパートン･オー

クス会議以降まで議論は延期すべきであると告げた｡また外相は同年

八月にフランスに対しても同様のことを告げた｡

4･ダン㌧べ-トン･オークス会議においてイギリスほ戦後の｢世界機構｣

(the World Organization)内部において地域的協力体(regional

associations)の設置を認める条項を挿入することに成功した｡カドガ

ソ(SirAlexanderCadogan:当時外務省事務次官)ほこの機会に,

米ソに対してイギリス政府としてほ西欧諸国とより緊密な協力関係を

結びたい旨通告し,これに対して米ソからの反対はなかった｡

5･1944年10月イーデソは下院において西欧の隣人たちとの緊密な協

力の必要を認めそれらの国々との間で将来の関係について非公式な協

議が開始される予定であることを報告した｡その結果,COSほ再びこ

の問題を検討し,軍事的見地からの,フランス,ベルギー,オランダ,

ノルウェー,アイスランドースウェーデン,スペイン,ポルトガル

の後からの参加も有り得る-を包含する協力体の形成への賛意を改

めて確認した｡

6･1944年11月,ベルギー首相,ス/{-ク(Paul-HenriSpaak)がロ

ンドンを訪問し,ダソバートン･オークス提案にそった西欧地域的協

商内での,英自の軍事･政治･経済的協力(co-Operation)を支持する

書簡を手交した｡チャーチルほ西欧の同盟国との間でこの種の問題を

議論する時期にほまだきていないと主張し,ス/く-クとの会談は一般

的なものに制限された｡(ただし,ベルギー軍の装備と訓練についての

イギリスからの支援(assistance)についての,具体的合意はなされた

が｡)

7･このころまでにはスマッツ(JanSmuts:南アフリカ首相)の,米
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ソと比較してのイギリスの人員と資源の不足を補うためのイギリス支

配下の"aWesternbloc''形成を訴える演説に刺激され,この問題に

ついての多くの論説･記事がタイムズ等に掲載されていた｡フランス

およびベルギーの共産党はこの"aWesternbloc"を反ソヴィェト的

なものであると攻撃し,ロンドンのソ連大使館からもかなりの疑念が

示された｡

8.11月26日駐ソイギリス大使クラーク･カー(SirArchiboldClark

Kerr)が,ソ連外相モロトフに対して,(a)1942年12月にスターリソ

ほイーデソに対してイギリスが西欧防衛の組織化へのリードをとるこ

とが望ましいと告げている,(b)そのような防衛上の組織ば`theWorld

Organisation''に従属したものとなる,(c)イギリスほ今後も英ソ条約を

もってドイツの脅威再燃防止のための第一の手段としうる,(d)そのよ

うな防衛組織のための提案の細部についてはすべてソ連とも協議を行

う,との説明を行った｡モロトフの反応は決して芳しからぬものでほ

なかった｡さらにチャーチルはスターリソーに対して個人的書簡を送り,

彼個人は,"aWesternbloc"の構想についてまだ熟慮しておらず,``a

WorldOrganisation"が平和を保障するためにはまず第一に英ソ条約

とアメリカとの緊密な協力(collaboration)関係がその主柱となるべ

きであると考えていることを告げた｡

9.11月末,チャーチルはイーデソに対して,"the Westernbloc''問

題は閣議で議論されるべきではあるが,西欧の同盟国のあまりの脆弱

さから彼自身はこの提案にほ不安を持っており,フランス陸軍の再建

には長期間が必要と思われるので,その間イギリスだけがこれらの

国々の防衛を引き受けるというイギリスにとっては不可能なコミット

メソトにつながるのでほないかと怖れていると告げた｡チャーチルの

考えほ,この提案は大陸諸国墾の大規模な陸軍を必要とし,議会にも

受け入れられないであろうし,もし再び西方からの侵略を受けること
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があったとしても,イギリスの政策はイギリス本土の防衛を固め,空

海軍力に頼るものとするべきである,というものであった｡イーデソ

はチャーチルに対して以下のように反論した｡"theWesterngroup"

の利点は:(a)西欧諸国が再び一ケ国ずっ攻略されてゆく危険を回避で

きる,(b)西欧諸国が防衛のためにロシアに頼ることを防止できる,(c)

イギリス自身の防衛に深みを与える,(d)欧州に再び侵略者が現れたと

きに西欧諸国の人的資源を奴隷労働力として利用することを防止でき

る｡イーデソの意見でほ,フランスこそが,``theWesternGroup''の

成功の鍵であると考えられた｡

10.しかし,1944年12月ド･ゴールはモスクワで純粋に2国間的な仏ソ

条約を締結し,イギリスによる英仏ソ3国的な取り決めの提案を拒絶

した｡その後,チャーチルは12月31日付けのイーデン宛覚書で,``a

Westerngroup''への第一歩ほ英仏条約の締結にあると認め,フラン

ス側からのイニシアチヴがとられなければならないと考えていた｡

11-13.英仏両国の国民ほその様な条約を歓迎したであろうが,依然と

してフランス側からの直接の提案はなかった｡1945年2月5日,ビ

ドー(GeorgeBidault:仏外相)は公開の演説において,フランス政

府としてはイギリス政府との条約締結を望むが,まずその前に,レヴア

ント(theLevant:現在のシリア,レバノン)とドイツについての一

般的な合意の形成が必要であると述べた｡

14,15.サンフランシスコ会議においてはビドーほ条約問題については

はとんど触れなかった｡……しかし,明らかに彼らほなお条約締結を

希望している｡

16.イギリスは少なくとも条約草案のモデルほ用意しており,イーデソ

もこれには賛意を示している｡(他の閣僚はまだこのモデルを見ていな

い｡)この草案のなかには2国間取り決めから対独地域集団形成へと拡

張させてゆくことを可能にする条項が含まれている｡
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17.この地域的集団は,``theWorldOrganisation''の憲章と両立するも

のでなくてほならないだろう｡

18.イギリスはすでにべルギー,オランダ,ノルウェー,ルクセソプル

グ,デンマーク政府に対してその軍隊の再建のための支援を申し出て

おり,フランスに対しても,長期的な政治的･戦略的政策としてでは

なく,戦時中の援助の継続として,ある程度の軍備供給を申し出てい

る｡このような援助は,"aWesterngroup"の形成を促進するであろ

う｡

19."aWesternGroup"に対してほ純経済的見地からの賛成論も見ら

れる｡西欧諸国の経済的協力･関係強化(association)は間違いなく

多大の利益をもたらすだろう｡しかし,それを実現するための困難も

また非常なものである｡経済的協力を成功させるためには｢関税同盟｣

を作らねばならないが,それに対しては自治領の観点からは問題が生

じるであろうし,アメリカも反対するであろう｡しかし,ベルギー政

府が提案しているように軍需産業についての相互取り決めおよび西欧

諸国の潜在的軍事力の共同開発計画によって,経済面での一歩を踏み

出すことも可能である｡

20-22.これまでのところ,ソ連ほ,``awesternGroup"のアイディア

に対して強い反発ほ示していない｡彼らは具体的な計画が登場した時

に自由に政策決定が行えるように態度を保留しているようである｡こ

の文脈において我が国の将来の対ドイツ政策が(ソ連の出方を左右す

る)大きな要因となるだろう｡一方で,ソ連は,チェコスロバキア,

ユーゴスラグィア,ポーランドと同盟条約を結んでおり,"aEastern

Group"形成のための手段を着々ととりつつある｡(現在,フィンラン

ドおよびルーマニアとの公式の同盟条約の詰も取り沙汰されている｡)

23.合衆国政府は,"aWesternGroup"形成のためのいかなる提案に対

しても極めて慎重な態度をとるであろう｡とくに現在のようにソ連に
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対しても宥和的態度をとり,自身を対立する欧州の諸陣営間の｢仲裁

者｣と考えている間ほ｡欧州での東西対立が第3次大戦のきっかけと

なるのではないかと怖れるアメリカ人もいるだろうし"a Western

Group"の持つ経済的意味が気に入らないアメリカ人もいるだろう｡ハ

リファックス(ViscountHalifax:駐米大使)は,1944年9月にアメ

リカは,"aWesternGroup"が,"theWorldOrganisation"と両立

しうる限りほ受け入れるだろうと報告してきたが,同時にアメリカ政

府ほ対ソ友好関係の維持に非常に気をつかっており,ソ連側の,``a

WesternGroup"への態度にアメリカの態度も影響されるだろうとも

述べている(1)｡

以上,1944年いっぱいの外務省の戦後構想の一端,それに対する英軍

部の考え,連立内閣保守党側首脳,つまりチャーチルおよびイーデソの

考え,関係各国の対応の予想といったものが,これでご理解いただけた

かと思う｡しかし,ここに引いてきたような構想は1945年になって若干

の変化を見せはじめる｡この覚書がまとめられた時点,つまり1945年7

月上旬までには,以下に引く外務省事務次官代理サージェント(Sir

OrmeSargent)の述べるような若干異なる構想がすでに産み出されてお

り,これが1945年7月に成立したアトリー労働党内閣の外相ペグィソ

(ErnestBevin)の支持を獲得し,以後約四年間に渡り外務省の対西欧

さらにほ対世界の基本的政策枠組みとなっていったのである(45年初頭

以降の変化というのは,45年3月19日付けの外務省内覚書によれば,ま

ず,"thenewWorldOrganization"の発足を待って,それからその枠

組みの中に"theWesternGroup"を適合させるのがよりよい手順だと

思うようになったということ,そして,"aWesternbloc"の早期の創設

はイギリスにとってほ負担が増すだけであるというチャーチルの反対が

より強硬になってきたことによる,外務省内部の鎮静化という2点での
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変化である)(2)｡

さて,そのサージェソト覚書であるが,これもまた相当の長文なので

あるが,同時にまた重要極まりない史料でもあり,ここにその大半を訳

出させていただく必要があろうかと私は思う(訳文中,かっこ内は筆者

による補足):

｢欧州戦勝後の総括｣("StocktakingafterVEday")

1.主要な問題は3つある｡すなわち,(a)ソ連軍による東欧の大部分の

占領とソ連政府の将来の政策一般;(b)ヨーロッパ全体の経済的破綻を

防ぐための経済復興;(C)米ソ仏と合意しながらドイツを管理しその将

来を決定すること｡……(2.は略)

3.アメリカもソ連も我が国と協調しようという意思はないわけではな

い｡しかし,アメリカにおいてはいまやイギリスは2級国であり,そ

のように取り扱われてしかるべきだとの感情が存在する｡……この

誤った思い込みこそが我々の政策によって打破されなくてほならない

のである｡

4.我が国がみずからその味方となる勢力を組織するなんらかの手段を

講じなければ,彼らはしだいに我々のもとから去ってゆくであろう｡

……我が国の勢力を外交の分野においてのみならず経済および軍事的

分野においても強化することが肝要である｡

これがフランスおよび他の中小西欧諸国,そしてもちろん自治領諸

国を我が国の協力者(collaborators)として,この(米ソ英からなる)

3国体系(tripartitesystem)に取り入れることによって,もっともう

まく実現されることは明らかである｡そのようにしてはじめて我々は,

長期的にほ,米ソという2つの"bigpartners"に,我が国を対等の存

在として取り扱わせることができるのである｡(5.ほ略)

6.ロシアの外交政策を条件付ける一つの要素ほ,ソゲィェト体制に
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とっての最大限の安全保障を,国の内外において得ようという欲望で

ある｡スターリソは必ずしもこの安全保障を領土の拡大によって得よ

うとは思っていなし.､｡イデオロギーによる侵入(penetration)も一つ

の可能な選択肢である｡(7.は略)

8.我々の軍事力ほすぐにその頂点をすぎるであろう｡したがって,我々

ほ今,フィンランド,オーストリア,ユーゴスラグィア,ブルガリア

といった国々における我が国の利益を維持すべく努めねばならない｡

たとえそのためにルーマニアおよび/､ソガリーでのロシアの優越を許

すことになっても｡

9.スターリソがドイツ,イタリア,ギリシャ,トルコにおける我々の

利益を脅かし始める前に,我々は上掲諸国において外交的な力を示し

ておかねばならない｡

10.イギリス本土と帝国を結ぶリンクとして我が国の東地中海での戦略

的地位を確保するという我が国のヨーロッパ政策にとってイタリア,

ギリシャ,トルコは不可欠である｡

11.またドイツにおいてその将来の政体を形成する際にソ連からの圧力

に抗することも重要である｡ドイツがソヴィェトの手に落ちることは

ヨーロツ/くが全体主義の手に落ちることにも等しく,全世界における

自由主義の運命をも決することにもなりかねない｡

12.ソ連は現在のヨーロッパの経済的危機を利用してその政治的影響力

を増大することも可能であろう｡それゆえアメリカからの全面的協力

(co-Operation)を得ることが極めて重要である｡というのも,アメリ

カだけが欧州の経済的危機に対処しうる物質的力を保有しているから

である｡

13.我が国がロシアによるヨーロッパへの侵入に抵抗することを,アメ

リカに支援させるためには,我が国の反露的姿勢はヨーロッパでの自

由主義の理念の保護に基盤をおいたものとされるべきであり,我が国
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自身の大国としての地位を維持したいという利己的な不安の念に基盤

を置いたものとされてはならない(対外的には)｡

14.我々は1930年代のフランスのような敗北主義者であってはならな

い｡我々は我々独自の政策を持ち,アメリカを説得して彼らにもその

政策が,彼ら独自の政策であると考えさせなければならない｡アメリ

カはヨーロッパ問題について基本的には我々と同じような見方と反応

をしており,これ(=イギリスの欧州政策を受け入れさせること)は

あまり困難ではないであろう｡しかし,もしアメリカが我々への支援

を拒み,代りに仲裁者に徹することを主張したとしても,我々ほ我々

の政簾を堅持すべく心得て置かなければならない｡そうするためには

できるだけ多くのヨーロッパの側からの支援が必要となるであろう｡

それはすなわちフランスおよび他の西欧の中小国との協力を意味す

る｡……アメリカは,ソ連が支配下に置こうとしている国々に対して,

彼ら(=アメリカ)自身ではなく,我々が介入したならば,そのよう

な我々の行為の背後にほ,反動的な政治的動機があるのでほないかと

疑うかもしれない｡しかし,彼らもヨーロッパの経済的な諸問題の解

決に対してならより協力的となるかもしれない｡そして,一端,彼ら

の利害と威信がこれらの問題に絡まってしまったなら,彼らも彼らが

物質的に救済しようとしている国々の政治的発展に対して距離を置く

ことは困難であると考えることが期待できる｡

15.英米関係一般を良好に保つためには英米間の経済･通商問題の注意

深い取り扱いが求められる｡

16.現在のような混沌とした状況でほドイツほ｢自由主義的｣な政体下

には置けず,独裁的統治のみがその再建という巨大な問題を処理でき

る,という議論も充分説得力を持つだろう｡したがって,その独裁が

ソヴィェトあるいほドイツ自身のものとなることを回避することが重

要である｡
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17.極東においても,イギリス単独でよりも大きな影響力が発揮できる

ような3大国の協力体制を持つことが重要である｡我が国は依然とし

て世界的列強("aWorldPower")なのであり,単なるヨーロッパの

列強("amereEuropeanPower")とは異なることを忘れてはならな

いし,極東でもより積極的に我が国の利益を主張し,極東の他の中小

植民地諸国,フランス,オランダ,オーストラリアなどを我が国の主

導の下に組織化することが重要である｡(18.は略)

19.以上を要約すると:-

(a)我が国の外交政策は3大国間の協力という基本原則の下に置かれ

なければならない｡この組み合わせの中での我が国の地位を強化す

るためにほ,フランスおよび他の中小西欧諸国と自治領諸国を,こ

の3国体系の中に我が国の協力者として引き込むべきである｡

(b)我々は(米ソという)2大パートナーとは独立した政策をとるこ

とも怖れてはならないし,単に彼らの方が力においてまさっている

からとか,そうすることがもっとも楽だからとか,あるいはヨーロッ

パへのアメリカの支援なしでほやっていけないという状況に嫌気が

さしたから,とかいった理由で,ロシアあるいはアメリカによって

一定の行動方針を押し付けられるようなことがあってはならない｡

(C)我々の政策は国内政治上の対立や大衆の好みによって動かされた

りすることのないように,我が国の根本的伝統("Britishfundamen-

taltraditions")に則ったものでなくてはならないし,アメリカ,自

治領諸国,そしてヨーロッパの,特に西欧の,中小諸国にとって訴

えかけるものがあるような原則に基づかなくてはならない｡それほ

絶対に,反全体主義的なものでなくてはならないし,そのためには

左翼全体主義(共産主義等々)に対してだけでなく右翼全体主義

(ファシズム等々)にも反対するものでなくてはならない｡このよ

うな｢自由主義的｣な政策(thispolicyof"1iberalism")の追求に
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当たってはある程度の危険も覚悟しなくてはならないし,時には通

常の政治的手段を超えた方法をとることもあえて辞さない｡例えば,

我々はある国がその自由主義的制度や政治的独立を失いつつある時

にはその国の内政への外交的な干渉もためらってはならない｡短期

的にほ,我々はできるだけ多くの東欧諸国において共産主義者によ

る侵入への反対攻勢をかけなくてはならないし,ソ連政府によるド

イツ,イタリア,ギリシャ,トルコの共産化あるいはその政治的支

配権の奪取のいかなる試みに対しても対抗する用意がなくてはなら

ない｡

(d)我々はヨーロッパの経済的危機に対処するための,あらゆる努力を

しなくてはならない｡それは単にそうすることが我が国自身にとっ

て有益一繁栄するヨーロッパはイギリスにとって最良の輸出市場

となる-だからだけではなく,そうすることによって,我が国と

アメリカが利用可能な物質的資源を,ソ連政府が常に自国のために

用いるであろう共産主義のプロパガンダに対抗する,ヨーロッパ全

般にわたっての重石とするためにも必要なのである｡

(e)極東においては,アメリカおよびソ連と協力する一方で,我々ほ我

が国の主導の下に当該地域に利害を持つ中小植民地諸国,すなわち

フランス,オランダ,オーストラリアの組織化を試みるべきであ

る(3)｡

上に引用した文書の如き政策構想がいかにして採用され,いかにして

実行されたのかとという経緯ほ以下のようなものである｡

｢採用｣の点については,これも一次史料の引用をもって応えること

にしよう｡(ここで注意していただきたいのは,これはあくまでも外務省

内部の話であって,イギリス政府全体としてのこの政策についての意思

決定ということになるとまた話は別である｡)ここで引用するのは1945

年8月13日の外務省幹部を集めた省内会議でのべヴィソの発言の記録
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と,それから約2ケ月後の同年10月1日付けのサージェソトの覚書であ

る｡8月の時点ですでに総選挙も終わり,労働党政権は誕生しており,

首相アトリーとともに前政権を引き継いで途中からイギリス代表として

出席したポツダム会談から帰国したばかりの新外相ペグィソを前にし

て,前記したような対欧州,というよりも米ソを含む対世界の,イギリ

スの根本的外交方針について(当時事務次官であったがすく小に初代国連

大使として転出するカドガソについで省内でNo.2の地位にあり後に次

官に昇任する)サージェソトを筆頭とする外務省官僚側からの説明があ

り,それがイギリスの進むべき方向としてべヴィンにも承認されたこと

が,これらから読み取れるはずである｡

8月13日の会議に参加したのは,カドガソ,政務次官マクニール

(HectorMcNeil)サージェント,およびその他の次官代理,次官補級

の外務官僚(SirRonaldCampbell,01iverHarvey,SirEdmundHall-

Patch,R.HoyerMill占r,SirPiersonDixon)たちである｡ここでペグィ

ソが述べたことの中で重要と思われることを以下に,訳出して見る｡

(かっこ内は筆者による補足):

(べヴィンの)長期的政策ほイギリスと,ヨーロツ/くの地中海および

大西洋沿岸の国々との間に緊密な関係を築き上げることである-より

具体的にほギリシャ,イタリア,フランス,ベルギー,オランダおよび

スカンディナヴィア諸国であり,これら諸国とイギリスの間にほ通商お

よび経済問題と政治的問題の双方について緊密な協力関係("closeasso-

Ciation")が求められる｡まずフランスから始めることが必要であり,で

きるだけ早期に英仏関係をよりよい基盤のもとに置きたい｡最初の手段

としてはレヴアント諸国の問題についてフランスとの間で何らかの合意

に達しなくてほならないようである｡……我が国とフランスおよびヨー

ロッパの周辺部に散らばる国々との間に,より緊密な結び付きをつくり
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たいのはやまやまではあるが……英仏同盟条約の締結とか"a
Western

group"の形成といった積極的手段を講じる前に,予想されるロシアの反

応についてよく考えることが必要である｡しかし,その間,フランス

ーおよび,もし実現可能なら他の(ドイツによる占領から)解放され

た西欧諸国-との通商･経済関係の改善のために,できる限りの手段

が講じられなければならない｡残念ながら,今現在我が国にとってフラ

ンスおよびその他の国々に対しこの方面(=経済的な側面)で実質的に

意味のあるような程度の援助をすることは困難である｡……英仏関係を

できるだけ早期に改善し,レヴアントとルールの問題を協議したいとの

意向をフランス側に伝えたい｡我が国が,西欧諸国と何らかの協力体制

(``somekindofassociationwiththeWesterncountries")をつくると

いう構想を進めたいという意向をオランダ,ベルギー両国政府にも伝え

るかどうかについては,これらの国々にそうした意向を伝えなくてはな

らないのもちろんだが,まずフランス政府との間でのこの問題の検討が

進んでからそうするべきである(4)｡

この会議の3日前,8月10日にすでにべヴィソは大蔵大臣ドルトン

(HughDalton)および商務大臣クリップス(SirStaffordCripps)と

会見しており,その席上,実際には"aWesternbloc''というような形

をとるようなことほないにせよ,ギリシャ,イタリア,ポーランド,フ

ランス,スカソディナヴィア諸国との間で緊密な関係を築きたい,との

外務省側の意向を伝えているが,ここでほ大蔵･商務両省からほ,それ

らの国々に対しての長期的政策の用意はできていない,先ずほ英米通商

関係の問題の解決が優先されるべきであるとの否定的反応しか得られて

いない｡にもかかわらず,その3日後の会議でこの方針を再確認してい

るという事実からも,ペグィソ=外務省側のこの構想にかける熱意がう

かがわれるであろう(5)｡
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一方,再びサージェソトの覚書であるが,これは8月9日付の駐米大

使ハリファックスからのアメリカ国内におけるイギリスの評判について

の報告に対するコメントとしてかかれたものであり,同時に,本稿が注

意すべき,イギリス側のアメリカの姿勢の認識をも,アメリカがイギリ

スをどうみているかというイギリス側の分析という形で,間接的に物

語っている｡そこで,まず,ハリファックス報告のさわりだけを紹介す

る｡

ハリファックスはまず,ここ数ヶ月間にアメリカでほ,イギリスはも

はやその力と影響力の点で,米ソに劣る存在となったという認識が着実

に定着しつつあると述べ,その証拠としてギャラップの世論調査の結果

を引いている(質問は｢戦後世界で最大の影響力を持つのはどこの国

か?｣というもので,アメリカでの回答ほ,イギリスとしたものが5%,

アメリカとしたものが63%,ソ連としたものが24%であった)｡こうい

うことになった原因と■しては戦争中の英米の動員能力の差,イギリスの

事実上の破産,そしてソ連の浮上によって,"theBigThree"という見

方から"theBigTwo''という見方へとかわったのだと指摘している｡

アメリカ人の考えの変化については,さらに次のように述べている｡戦

争はアメリカ人の安全保障についての考え方を根本的に変え,アメリカ

は自国のそして世界の安全保障を守るためにほより大きな責任を負わね

ばならないという新しくかつ確固たる信念が生まれた｡いまや自国の力

強さが明白になったのでアメリカ人ほ国際関係の再調整にあたって主導

的役割を果たさねばならないと考えている｡このような変化が英米関係

へ与える影響として;アメリカ人の持つ大言壮語を好む傾向,抽象的原

則の表明と具体的達成を同一視する熱狂的信念,目の前の問題の解決を

阻む現実的困難を見過ごす傾向,とりわけ常に理性的アプローチよりも

感情的アプローチに走りがちであることといったアメリカ人の特徴が,

イギリス人のより堅実で,非熱狂的で,現実的なやり方との間に摩擦を
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うむだろう,と述べている｡いかにも地主貴族にして,敬慶なるスコッ

トランド長老派教会の幹部であるノ､リファックスらしい｢悲観的｣ない

しは｢嫌米的｣な見方である(6)｡

そしてこれに対してのサージェソトのコメントである(かっこ内は筆

者による補足):

……(ハリファックスのいうように我が国の)立場ほ困難なものであり,

アメリカに対抗して我が国の世界的大国としての地位を維持するという

上り坂をのぼるような責務に対して,自治領諸国からの支援が多く得ら

れるかどうかも疑わしい｡アメリカは今はじめてそのような世界的大国

としての地位を担う用意ができているし,彼らほ万能のドル,有り余る

輸出品,いい換えればダンピングされたアメリカ製品による外国市場の

占拠,民間航空輸送力,そしてその他のすべての手段を,もし必要なら

ば用いて,世界に侵入("penetrate")することができるのだから｡もし

そういうことになれば,我が国をヨ一口ツ/くに基盤を置く強大な大国と

することによって,2大同盟国(=米ソ)に対しての我が国の世界的地

位を強化することはますますもって重要なこととなる｡このように考え

るなら,英仏2か国が協力し,ヨーロッパ文明の旗手とならねばならな

いという政策が意味をもつのである｡一端,このような地位が確保され

たならば,アメリカもソ連も我国に対してより敬意を払い,したがって

より協力的にもなるであろう(7)｡

こうして,西欧とくにまずフランスをイギリスの/ミートナー(ただし

``equalpartner"でほなく,"juniorpartner"であることはいうまでも

ないが)として経済面から緊密な協力関係を築き,さらにほ他の西欧諸

国(より正確にほ地中海および大西洋に面する,ソ連支配下の中東欧に

はない｢西側｣ヨーロッパ諸国に),つまりイタリア,べネルクス,スカ
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ソディナヴィア,ギリシャ,トルコまでにこの協力関係をひろげ最終的

にはイギリスの指導下にある,米ソに対抗する第3の独立した世界勢力

を築き,イギリスの世界的大国としての地位を再建する,という壮大で

あると同時に当時ほあくまでも｢実現可能｣と信じられた計画が,1945

年8月という時期に早くもイギリス外務省には採用されていたわけであ

る｡

第2節 対ドイツ問題でのイギリスの基本認識:

イギリス外務省による終戦直後の時点での,特に戟後ヨーロッパ秩序

とのかかわりでの基本的世界認識,対米認識ほ,いままで引いてきた文

献からだけでほ十全なものとほいえない｡戦後のヨーロッパにおいて当

面のところ,大きな権力の空自となったドイツの将来についての彼らの

認識をも知る必要がある｡

簡単にいえばイギリス政府ほ,西ドイツの経済的復興なしでは西ヨー

ロッパの経済的復興は有り得ないし,東西緊張の高まる中での西側の結

束も保たれ得ない,と考えていたし(これは第一次大戦の戦後処理の｢誤

り｣,つまりドイツへの厳しすぎる懲罰的講和条約がヒトラーのような人

間の登場の遠因になったのではないか,との反省あるいほ罪悪感の認識

も手伝っていたのであるが),そのことを常々(もちろん,わずか数年前

にドイツの侵略の悪夢を味わったばかりのイギリス国民の大半がなおい

だいていて当然ともいえるドイツへの復讐心や警戒心への配慮からヴェ

イルの被さったような形でほあったけれども)表明してもいた｡西ドイ

ツの持つ経済的資源･人的資源を,その成果が西ドイツ人自身にも享受

できるような形で利用しないのは,単に経済的に効率が悪く,したがっ

てきわめて馬鹿馬鹿しいことであると同時に,いつまでも戦勝国とほ

はっきりと異なる差別的待遇を受けつづけることに対してしだいに不満

を増大させていくであろう西ドイツ人たちを,わざわざこちらの方から
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｢のし｣をつけて,東側陣営に追いやってしまいかねない,危険な行為

でもあるのではないかと考える人が,政府レヴェルでは多数派だったの

である｡したがって,何らかの形で西ドイツは西ドイツ人たちが納得で

き,同時に近隣諸国にも納得できるような形で,そしてもちろんイギリ

ス自身にも不利益とならないような形で,西側の一員としてその潜在的

経済力の利用が図らなければならなかったのであるが,ここまで明確に

対西ドイツ政策が決定されていたのなら,いったいなぜ,イギリスの態

度が｢不明確｣であったなどといわなければならないのか,との疑問を

読者は当然抱かれることであろう｡しかし,別にこれは筆者の説明が矛

盾しているわけでもなんでもない｡答えは全く簡単なものである｡上に

記したような,すなわち,西ドイツ人たちが納得でき,同時に近憐諸国

にも納得できるような形で,そしてもちろんイギリス自身にも不利益と

ならないような形で,西側の一員としてその潜在的経済力の利用を図る

ための具体的で現実的なうまい方法がイギリス政府にほ見つけられな

かっただけのことである｡

この問題についてイギリス政府が苦心するありさまは,ここではごく

簡単にしか触れないが,とにかくイギリス政府がその外交政策として最

初に考えなくてはならなかったことは,ドイツ問題といった細かな具体

的問題よりも,まず自国の戦後世界での国際的地位はいかにあるべきか,

という大きな問題であり,その問題への1945年から1949年までにかけ

てのイギリス政府,つまりアトリー労働党政権の解答が,上に示した要

請とは矛盾する政策(とくに,フランス,オランダ,ベルギーといった

ドイツ近隣諸国との協力関係の必要という点)を含んでおり,したがっ

て対西ドイツ政策は,基本的にその経済復興を支持するという姿勢のみ

は示せても,どうやって,という具体的方法の点でははなはだ曖昧な態

度に終始せざるをえなかったのである(8)｡
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第3節1947年までのアメリカ政府による西ヨーロッパ経済復興へ

の援助,特にマーシャル･プランの形成

1950年のはじめという時点にまで視線をのばすなら,すでに酉ヨー

ロッパは,東西｢冷戟｣と呼ばれる情勢が次第に明確になりつつあると

いう認識の広がりを背景に,5年にも及ぶ戦災からの復興のための努力

を続けてきていたわけであるが,その背後には常に,経済的･政治的に

安定した民主主義･自由主義諸国を｢鉄のカーテン｣より西に作り上げ

たい,そして世界をアメリカにとってより住みよいものとしたい,ある

いは(これは一部のものの考えであってすべてのアメリカ人がそうだっ

だというわけではないが,そういうのなら｢これがアメリカの考えだ｣

と断定できる一つの考えというのもまたないのではあるが)究極的にほ

旧大陸からのアメリカの撤退,そして西半球での古きよき孤立の時代に

戻りたいとの希望を抱き,西欧への積極的な経済援助をおこないつづけ

たアメリカ合衆国およびその政府の存在があった｡

トルーマン(H･S･Truman)民主党政権の下にあったアメリカ合衆国

ほこのような考え方をもって西ヨーロッパの経済復興をアメリカにとっ

て好適な世界情勢を形成するための｢経済的安全保障政策｣の主要な柱

として支援し,そしてさらには強く干渉する形で｢指導｣してきたので

ある｡そして1947年夏に始まったマーシャル･プラン(TheMarshall

Plan)による大規模な経済援助がその最も有名な具体的政策化したもの

であった｡このアメリカによる計画の下,イギリスを含む西欧諸国ほ,

まず欧州経済協力委員会(CEEC:theCommitteeforEuropeanEco-

nomic Co-Operation),ついでそれを発展的に解消させた上で欧州経済

協力機構(OEEC:the Organization for European Economic Co-

Operation)を形成し,アメリカによる｢監督｣といってもよいような状

況の下で,西欧全体の経済復興のための議論を行い,実際に相当の経済

援助を獲得していたのである(9)｡
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このアメリカのプランに込められたより詳しい意図はいったいどんな

ものであり,それは上述したようなイギリスの戦後対西欧基本政策構想

とどのように関り合っていたのだろうか?

これらの疑問に答えるためにほまず,ここまでのところ本小論の中で

閑却されてきたアメリカ政府,時のトルーマン民主党政権が,終戦時か

ら1947年にトルーマン･ドクトリン(これはヨーロッパというよりもそ

の外延部であるトルコ,ギリシャにのみかかわるものであるが)および

マーシャル･プランという二つの決定的な外交的イニシアティブを打ち

出して,戦後ヨーロツ/くの国際秩序の再建という問題への積極的関心を

示すに至った政策決定過程,なかでもそこでのイギリスという国の位置

付けがいかなる物であったかを探る必要があるだろう｡

一言でいうなら,この期間の(1945年から1947年のマーシャル･プラ

ン以降,1949年のNATO形成まで)アメリカ外交の,戦後ヨーロッパ

における秩序形成という文脈での中心的課題は,それまでアメリカ政府

があるいはアメリカ国民が,モンロー･ドクトリン以来,旧大陸におけ

る紛争の源とみなして,はば常に嫌悪しそれへの関与を極力避けてきた,

あるいはウィルソン政権の如く,その理想主義的な変草を試みて挫折し

てきたヨーロッパにおける｢勢力均衡｣の回復によるソ連の脅威の｢封

じ込め｣であった｡すなわち,(西)ヨーロツ/くはアメリカという新たな,

ソ連と並ぶ超大国の,最重要な友好諸国圏ではあっても,ソ連が東ヨー

ロッパ諸国との間に築いたような支配=被支配関係に近い状態におかれ

る勢力圏ではなく,あくまでも,自立して対東側の勢力均衡の担い手と

なって,ヨーロツ/くに秩序をもたらす一翼を担わなくてはならない存在

だったわけである｡そして,マーシャル･プランこそが,まず経済的側

面から始まったそのような西欧諸国の自立のためのアメリカによる秩序

だった外交的介入の最初めものであった｡

1945年5月に対ドイツの戦いに勝利を収めたアメリカが(そしてすべ
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てのヨーロッパ諸国が)その代償として購わなければならなかったのが,

ソ連の影響力のヨーロツ/くの東半分への膨張という既成事実であった｡

そして,終戦直後こそ,なおソ連との平和的共存の可能性ほ,排除され

てほいなかったけれども,やがてそれが単なる｢困難事｣から｢不可能

事｣である,とアメリカ政府内部での認識が統一されてゆくにしたがっ

て,ユーラシア大陸の半分を占める,そして根本的に資本主義=自由主

義政治経済体制に敵対的な姿勢をとる巨大な力のブロックがもつ脅威に

直接さらされるヨ一口ツ/くの西半分の諸国にいかにして平和的な戟後再

建を可能にさせるか,という問題とアメリカほ取り組んでゆくのである｡

そしてその際にアメリカの対ソ認識を根本的に転換させ,いわゆる封じ

込め戦略の採用を促すきっかけをつくったのが,アメリカ国務省の

ジョージ･F･ケナン(GeorgeF.Kennan)であることはもほや,周知

の事実であろう(10)｡

このアメリカ政府内での対ソ認識変容とそれにともなう対ヨーロツ′く

再建政策の形成の過程で,イギリスという国ほいかなる地位に置かれて

認識されていたのであろう｡まず,基本的にイギリスこそがヨーロッパ

においてアメリカに対する脅威が発生することを防ぐための最も信板で

きる｢単一の｣友好国･同盟国であり,その｢ヨーロッパ域内｣におけ

る安全の保障ほ,そのままアメリカ自身の国益確保につながるという認

識が板木にあったのは間違いないといってよいだろう｡上の文章の中で,

それぞれ｢単一の｣,｢ヨーロッパ域内｣と括弧つきにしたのにほもちろ

ん,理由がある｡中東,アフリカ,南アジア,東南アジア,極東といっ

た地域における植民地帝国としてのイギリスの遺産は当時なお巨大なも

のであり,それに対するアメリカ人一般および政策決定層の人々の間で

の感情的反発の念は根強いものであり,世界全体のイギリス帝国の利益

の保全がすなわちアメリカにとっても,同様の利益であるという認識ほ

当時ほ存在しようがないものであった｡このヨーロッパ域外での英米の
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利益の相克については本研究の視野には含み得ないので,詳述は避ける

が,要約すると,1950年代になり,対ソ冷戦のglobalization(極東,東

南アジアでの直接の衝突の発生など)にともない,世界各地に散在する

イギリスの植民地権益の無秩序な放棄は,そこに生まれる権力の真空へ

の共産主義勢力の浸透を容易にするものであり,したが'ってアメリカに

とっても有害なものであるとの認識が,アメリカ政府内にも生まれてゆ

き,イギリス帝国の保全ないしはコモンウェルスへの秩序ある再編とい

うイギリス側からみて最も望ましい方向がアメリカ側からも望ましいも

のとして受け入れられてゆくのである(11)｡いずれにせよ,このような反

植民地主義というアメリカ外交の持っていた一つのイデオロギー的側面

も,ヨーロッパ大陸という地域に関して言うならば,イギリスとの間で

の利害の衝突の要田となる余地はなかったのである｡また｢単一の｣と

いう形容詞が必要なのはもちろん,当時のイギリスは西ヨーロッパにお

いて間違いなく他を圧する地域大国となのる資格は十分に有していたが

(ドイツは分割され,フランスは占領による疲弊と混乱からいまだ立ち

直っておらず,その他の西欧諸国は当然その国力においてイギリスから

ほかなり,見劣りがするものであった),もし,今後イギリスを除く西欧

諸国が共同で政治的あるいは経済的単位を形成するなら,その総合的力

においてイギリスを上回る可能性は否定できなかったであろうからであ

る(そしてそれこそが,西ヨーロッパの統合という形で実際に起こった

ことなのであるが)｡

とにかく,ヨーロッパにおけるイギリスの安全保障がいかにアメリカ

にとって重要視されていたかを示すために,以下に1944年夏の時点での

アメリカのtheOfficeofStrategicServices(OSS)による分析の一部

を引用する;

我が国の利害はヨーロッパの大部分の資源が単一の国家の下に結集さ
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れ,イギリス諸島(と合衆国)の安全保障への深刻な脅威が発生すると

いう事態を防止すべく画策された政策の維持を必要とするのであ

る(12)｡

終戦が近づくにつれ,ソ連による東欧の制圧とドイツの敗北によって,

まさにこの分析の中で起こってはならないとされた状態がヨーロッパに

発生することがアメリカ政府にも避けがたく見えてきたのだが,そこで,

イギリスー国が残された西ヨーロッパの大国として,アメリカの援助な

しで,上に述べたような事態に対処することほ不可能であろうというの

がまた,アメリカ統合参謀本部の見方であった(13)｡それゆえイギリスと

アメリカがこのソ連による大陸の支配の可能性に対して抵抗すべき共通

の利害を有していることまではアメリカ政府にとっては明確であったの

だが,そのための具体的方策の決定にあたって,アメリカ政府内部での

コンセンサスの成立には多少の時間が必要となったのである｡1945年1

月ほじめのOSS報告書ほ,英米間では,大陸におけるソ連の膨張を視野

に入れた秩序形成のあるべき姿について,意見の分裂があると指摘して

いる｡すなわち,この時点ですでにイギリス側は大陸をソ連の勢力圏,

非ソ連勢力圏,そしてその間にある中立地帯に3分割するというアプ

ローチをとっているが,アメリカ側としては,そのような世界を究極的

には2分する`twoworlds'アプローチには否定的であり,なぜならそれ

は｢極めて原始的な形態の国際的妥協｣であり,｢極端に言えば,そのよ

うな方法は分割されるそれぞれの地域でほ各大国の利害ほ根本的に両立

不可能であり,現実に実行可能な解決策はそれぞれの利害の及ぶ範囲を

地理的に隔離するしかないということを意味するものである｡……それ

ゆえにこのシステムの下でほ,各大国はおそらくその(勢力圏にある)

近隣諸国の内政への最大限の干渉の誘惑と機会を与えられることになる

であろう｡このことは長期的にはソヴィェト地域と非ソヴィェト地域の
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間での相違を発展させ,`二つの世界'の間での違いを際立たせることに

なりうる｣からであった｡これに対して当時アメリカがより望ましいと

考えたのは｢両地域と中立地域のすべてに独立した民主的政体を設立す

る｣ことであり,｢そのような計画は究極的には勢力圏分割というシステ

ムそのもの否定をすることを意味し,それが実現される限りにおいては

各勢力圏内での各大国の権威を制限するものとなる｣はずだったのであ

る｡もちろん,この｢究極的｣なレヴェルまでの勢力圏分割という発想

の否定が実現可能であるとはアメリカも考えてほいなかった(ルーズ

ヴェルトの4大国協調による世界管理という基本的構想には当然,ある

程度の勢力圏というものが前提にあった)｡とはいうものの,では,アメ

リカが現実にヨーロッパでのソ連の勢力圏構築という否定しがたい事実

に直面しながらも,何か具体的な行動をとっていたのかとなると,それ

もまたなされてはいなかったのである｡ヤルタ会談においてルーズヴェ

ルトほ,ドイツ降伏後2年以内の大陸からの撤兵を事実上約束していた

し,チャーチルによる米軍のヨーロッパ駐留継続要請へのトルーマンの

反応は冷淡なものであったし,ポツダムに至っても国務省の政策担当者

たちほ,イギリスからのそのような要請ほヨーロッパでの勢力圏分割と

いうむき出しの権力政治へのアメリカの引きずり込みの意図があらわれ

たものであると警戒し,｢我々の第一の目的は諸ネイショソをしてそのよ

うな勢力圏が互いに対抗して力を構築する必要があると感じせしめるよ

うな理由を取り除くこととすべきである｣と述べていたのである｡アメ

リカ政府がこのようにヨーロッパにおける勢力圏分割構想的な戦後秩序

形成に消極的にならざるをえなかった理由の一つには,国内の孤立主義

者達を刺激して,完全なアメリカの撤退という1919年の失敗を繰り返す

ことへのおそれがあった｡しかし,また彼らの考慮がこのような利害計

算にのみ基づいた物でもなかったのも事実であり,その口にする理想主

義的解決への純粋な信頼もまた否定できないものであった｡民族自決主
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義,集団的安全保障,経済的多国間主義というウィルソソ主義には少な

くとももう一度,より現実性を加味した形で試みの機会が与えられてし

かるべきであるというのが,ルーズヴェルトやその側近,そしてまたト

ルーマンの考えであった(14)｡

実際のところ,1945年の時点でのアメリカの高度政策決定者たちの基

本的な戦後世界での秩序形成のための構想は,開放的で多角的な自由貿

易体制を構築することによって世界貿易を活性化し,世界の経済的繁栄

をもたらすことこそが,第2次大戦のような事態を繰り返さないための

最良の安全保障政策である,という｢経済的安全保障政策｣(economic

SeCuritypolicy)への強い信頼に基礎をおいていたのであり,終戦前から

始まったブレトン･ウッヅ体制の構築,その管理者としての最小限の役

割の負担というのがまずその政策の現実の第一歩であった｡この期待ほ

1946年春まで継続し,その後,アメリカの現実の物質的支援の拡大なし

では,当初の期待以下のペースでしか,世界のそしてヨーロッパ諸国の

経済の回復が進まないと判明し,さらに対ソ関係が悪化し冷戦構造が形

成されはじめた後でも,この世界の経済的繁栄こそがアメリカにとって

の最良の安全保障政策であるという強い確信ほ継続したのである｡後に

みるようなトルーマン･ドクトリンやマーシャル･プランによって対ソ

封じ込め戦略が本格化していった1947年以降も,それが近東,東地中海

そして西ヨーロッパへの直接の米軍による軍事コミットメソトではなく

あくまでも,経済的支援を通じたものであったという事実,そして1949

年以降の北大西洋条約調印後も1951年実際にアメリカ地上軍のヨー

ロッパ配備が決定されるまでは,それが｢かみきれ｣に過ぎなかったと

いう事実からも,この経済的安全保障政策への根強い信頼はみてとれる

のである｡これも後にみることであるが,1950年の朝鮮戟争の勃発そし

て,それを受けてのトルーマンによるNSC68文書の承認(これは,対ソ

経済封じ込め戦略の起源をつくり,1950年当時にも依然として経済的安

(98)



1944～51年にかけてのイギリス,アメリカ両国の西ヨーロツ/くにおける戦後秩序形成への対応(1)

全保障の有効性を信じ,軍拡競争への発展を懸念したケナンの主張が,

軍事的安全保障への切り替えを積極的に主張するアチソソ(Dean

Acheson)国務長官の主張に決定的に敗北したという事実であった)こそ

が,アメリカの対ソ安全保障政策が,経済的なものから軍事的なものへ

と決定的に転換するきっかけをつくったのである(15)｡

若干,話しが先走り過ぎたがまた終戦直後にもどると,1945年末まで

の段階では,アメリカ側にほ依然としてソ連による東欧での勢力圏構築

の背景の意図が不明確であり,もしそれが防衛的理由にもとづくものな

ら,アメリカ側が同様の行動を西欧でとったならば,状況を悪化させる

だけでほないかとの観測も存在していた｡1945年12月の国務省による

米ソ関係分析の結論は,｢……ソヴィェト側の我が国の動機に対する疑惑

を極少化するためには我々は一方的行動をとっているという装いすら回

避しなくてほならない｣というものだったのである｡1946年初頭の国務

省ソヴィェト専門家チャールズ･ボーレン(CharlesE.Bohlen)の見解

にもこのようなアメリカ側の慎重な姿勢は明白であり,彼らにしてみれ

ば,ソ連のような全体主義独裁国家ではない,民主主義諸国からなる西

ヨーロッパ諸国のその民主的政治制度そのものが,基本的にそのような

勢力圏分割という独裁制的発想とは根本的に相容れないものに思われた

のである｡あの有名なケナンの長文電報がソ連のアプローチの性質につ

いての楽観的期待をアメリカ政府内で破壊した1946年2月以降でさえ

なお,ボーレンは,西側にとっての問題は,まずソ連をして,一方が他

方に対して攻撃的で武力による方法でその体制のおよぶ地域を拡張しよ

うという試みさえしなければ,西と東の異なるシステムは共存可能であ

るということを確信させながら同時に,現在のソ連の政策の行き着くと

ころをできるだけ早期に予測することであるとみなしており,実際,45

年いっぱいがそのようなソ連を｢教化｣する試みに費やされたのであ

る(16)｡
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しかし,45年12月に提出された国務省からルーマニアとブルガリア

に派遣されたthe Ethridge Committeeからの当地でのソ連の政策の報

告,議会と世論の反ソ論調の高まり,さらに46年2月のケナンの有名な

長文電報に接するにおよび,国務省内では,ソ連に対して強硬的姿勢を

とる必要があるというコンセンサスが形成されていった｡ここで中心と

なったのほドイツの戦後処理問題であった｡国務省ほ統一されたドイツ

こそが戦後ヨーロッパの復興には不可欠であるとの認識を持っていた

が,ここでもソ連との合意が得られないまま,国務省は一つのジレンマ

に直面することになった｡まず,ソ連に対して東欧での勢力圏強化の口

実を与えないためにほ,ドイツの弱体化を保障する必要があったが,も

し,ソ連とのドイツの将来についての合意が不可能な事態に備えて,西

側のドイツでの立場の強化を準備する必要も存在したのである｡結局,

アメリカは46年春の米英仏ソ4ケ国外相理事会において,ドイツの軍備

制限のための4ケ国条約案の提示と,西側の占領地帯の統合のためのイ

ニシアチヴの提示という二つの方策により,このジレンマからの脱出を

もくろみ,この4ケ国軍縮条約へのソ連の否定的反応をもって,東西ド

イツの分割を基礎とするヨーロッパの東西分割を(決して永久にではな

いが)当面のところは,受け入れざるをえない事実として承認すること

となったのである｡この文脈の中で,ソ連との最終的な合意形成の失敗

に備えての西側のドイツでの地位強化がアメリカのヨーロッパにおける

当面の重要な政策課題となったのである｡こうして1946年春から夏にか

けてアメリカ占領地域からの東側への賠償移転が停止され,イギリスと

の間でバイゾーン形成のための交渉が開始され,そして,同年9月には

ヤルタでの約束は覆され,国務長官バーンズはシュトクツトガルトにお

いて,駐独米軍の撤退延期を確認し,ヨーロッパでの秩序形成へのアメ

リカのコミットメントは当面,延長されることが明らかになったのであ

る(17)｡
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こうして,1947年までにほワシソトソにおいてはソ連との交渉による

ドイツの統一は,その代価を払うには値しないとの意見の一致が見られ

るようになり,さらに時を同じくして起こりつつあった,近東および東

地中海でのイギリスの影響力衰退による権力の真空の発生の見込みもま

た,ヨーロッパの東西分割とその西半分へのアメリカのてこ入れという

政策が望ましいものであるとの認識を形成する役目を果たした｡このイ

ギリスの影響力の衰退はアメリカ政府にとっては予期した以上に急速な

ものであり(1946年4月の時点でもなお,トルーマンはアメリカが公平

な仲裁者の役割をつとめながら英ソが世界で覇権を争うという可能性を

公言すらしていた),直ちにアメリカがイギリスに代わって,その真空を

うめなくてはならないとの認識に結び付いていった(18)｡

1946年のイランとトルコにおけるソ連の不穏な動きに対しては警告

の声明だけで効果が得られたが,1947年初頭のギリシャ,トルコに対す

るイギリスの援助打ち切り決定に伴う,特にギリシャの内側からの共産

化の危険に対しては,そのような事態を未然に防ぐためのより明確な対

決姿勢の表明が必要であると,国務省は考えた｡そしてそのためにほ単

なる警告の域を超えた実質的援助の用意があることを明示することが不

可欠であると考えられ,そのための最大の障害である議会からの予算措

置への同意をとりつけるための手段として,あのトルーマン･ドクトリ

ンという形での全体主義対自由主義に善悪二分された世界の中で善なる

ものの味方として,世界の均衡をたもつアメリカ像が描き出されたので

ある(19)｡

そしてこのトルーマン･ドクトリンを契幾として,ギリシャ,トルコ

にとどまらない,ヨーロッパ全体において,いかにして合衆国ほそのも

てる資源を有効利用して,ソ連の膨張によって不安定になったヨーロッ

パに秩序を回復すべきか,という政策構想の議論が始まったのであり,

1947年春の米英仏ソ4ケ国外相理事会での対ドイツ講和問題での交渉
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決裂が,そのような政策の立案をいよいよ緊急の課題としたのであり,

その結果生まれた政策こそがマーシャル･プランであった(20)｡

このマーシャル･プランの立案と遂行の過程の中にほ,当時のアメリ

カ国務省最高レベルでのヨーロツ/くにおける秩序回復の中でのイギリス

の果たすべき役割の認識(それは必ずしも一枚岩ではなかった)がほっ

きりとみてとれる｡

そもそもマーシャル･プランが必要とみなされた背景にほ1946年冬か

らのヨーロッパの経済状況の極端な悪化という直接の物質的理由が,大

前提としてあったが,それがアメリカによる大規模でかつ計画的な援助

の形式をとる必要があったのほ,そのような西ヨーロッパ諸国の経済情

勢の悪化による政治的混乱･不安の増大,それにつけこんだ共産主義の

内部からの非軍事的手段による浸透と権力の掌握への恐れが存在してい

た｡この観点から対西欧経済援助の必要性を訴える二つの微妙に異なる

主張が,国務省内ではば時を同じくしてなされたのであり,一つはケナ

ンと彼の政策企画本部(thePolicyPlanningStaff)による1947年5月

23日付けの｢アメリカの対西欧援助に関する政策｣("Policy with

respecttoAmericanaidtoWesternEurope")であり,もう一つは国

務省経済担当次官,クレイトン(WiiliamL.Clayton)による,｢ヨーロッ

パの危機｣("TheEuropeanCrisis")と題する覚書であった｡ケナンに

よる文書では,､まず｢我が国の支持が要求される計画ほ複数のヨーロッ

パ諸国によって合意された共同計画でなければならない｡それは……経

済的理由とともに心理的,政治的理由から,国家の枠組みを超えて合意

された計画でなくてほならない｡我が国への支援の要求は一連の独立し

た個別的要求ではなく,友好諸国の集団による共同の要求としてなされ

ねばならな｣い旨が,強調され,ヨーロッパ諸国の国境を超えた生産調

整による財政的自立が必要であるとされていた｡これに対してクレイト

ン覚書は,西ヨーロッパ諸国の財政赤字の補填のためにアメリカからの
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資金援助が,ヨーロッパ諸国による自発的計画,中でも関税同盟の形成

という経済統合の努力を主眼とした計画にのっとって,行われなければ

ならないということが主張されていた｡また本稿との関係ではこの点が

重要なのであるが,ケナン側の提案の中でほ,イギリスのみが,他のヨー

ロッパ諸国とは異なる特別の扱いを受けるものとされていたが,クレイ

トン覚書にはそのような言及はなく,イギリスもまた他の西欧諸国と同

等の立場でこのアメリカからの援助を受けるための計画作成に参加する

ことが暗黙の前提として含まれていた｡ケナンのイギリス重視の前提に

は,イギリスがなお保有するヨーロッパ大陸のみにとどまらない世界的

規模での権益および影響力の存在への認識と,それらがイギリス経済の

衰退によって放棄を余儀なくされてゆき共産勢力の手中に落ちることへ

の懸念,そしてそういう事態の防止のためには,イギリスのみは他の中

小ヨーロッパ諸国とほことなる特別な経済的てこ入れが必要であろうと

いう発想があった｡そしてそれは同時に,そのようなイギリスの世界各

地での急速な影響力の低下がおこった時に,アメリカが直ちにそれすべ

てを肩代わりすることは困難であり,イギリスへの経済援助を通じた間

接的コミットメソトまでが,アメリカが外交的にとりうる最善の選択で

あるとの認識を意味していたと思われる｡これに対してクレイトンの構

想した関税同盟形成までも含むヨーロッパ諸国の経済統合の自助努力を

条件とした対ヨーロッパ援助ほ,あくまでもブレトン･ウッヅ以来の開

放的多国間自由貿易体制の構築による世界経済の繁栄と安定という長期

的目的をもったアメリカの経済安全保障政策実現のための一段階として

考えられていたのであり,そこにイギリスのみを特別扱いする必要性は

何らなかったのである｡そして,この対ヨーロッパ援助の中でのイギリ

スの果たすべき役割についての二つの異なる認識が国務省内で一本化さ

れる暇もないうち(結局それは,同年9月までにほ,両者の間の妥協に

近い結論となった｡つまり,ケナンはケナンで,イギリスにヨーロッパ
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復興の中で特別の役割を割り振ろうにも,イギリスの側にほそれに応え

うる力がない,むしろ,イギリスはアメリカ,カナダとともに大西洋の

枠組みの中でこそより西側の結束に貢献できるのではないかとの観測に

傾き,クレイトンほクレイトンで,現時点での即座の関税同盟実現は時

期尚早であり,また復興のためにはドイツの経済力を有効に取り込んだ

生産面でのヨーロッパ諸国の協調が不可欠であるとの認識に到達したわ

けである)に,イギリスのアトリー政権は,このトルーマン政権による

大規模な西欧復興のための経済援助計画の構想を,1947年6月にアメリ

カ国務長官マーシャル(GeorgeC.Marshall)のハーグァード大学卒業

式でのスピーチの中での言及という形で,初めて知らされたのであ

る(21)｡

第4節 マーシャル･プランがイギリス外務省の根本的戦後対西欧政

策構想に対して持った意義

このマーシャル演説に最初に接した時のイギリス外務省の対応の中に

は,イギリス側からみた戦後ヨーロッパの国際秩序の中での自らの置か

れるべき地位の認識(およびアメリカ側がイギリスに果たすべく期待し

た役割との食い違い)を,明確に見ることができる｡

1947年6月のアメリカからの援助の申し出はイギリス外務省に関す

る限りほ,当時,すなわち1946年の冬以来,イギリスを含むヨーロッパ

諸国が置かれていた困難に対する単なる物質的援助以上の意味を持って

いた｡たしかに彼らは当時経済的に極めて疲弊した状況に置かれており,

燃料･食料･外貨不足による欧州域内貿易の沈滞といった大きな問題を

抱えていた｡アメリカの援助の申し出ほこのような状況への純粋に物理

的な解決手段としてまず,イギリス始め西欧諸国にほ大歓迎であったの

だが,イギリス,とくにその外務省にはもう一つの意味で歓迎されるべ

きものであった｡というのも,マーシャルの申し出ほそれによって,す
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でに紹介した,その戦後外交の根本的政策構想をようやく実現に移すこ

とができるようになるのではないかとの期待をも彼らに抱かせてくれた

からである｡

では1945年8月から1947年6月までほぼ▲2年間,外務省ほその根本

的政策構想実現のために何ら具体的工作を行っていなかったのか,とい

うことになるが,その質問に対しては,確かにほとんど何もなされてい

なかった,ともいえるし,いやちがう,彼らはまず彼らの政策構想実現

のための環境整備を行っていたのだともいえるのである｡

まず彼らの政策実現のための要ともいえる対仏関係の改善･強化にあ

たって2つの問題が障害としてたちふさがっており,これらが解決され

る必要があった｡すなわちすでに若干触れたドイツ問題とレヴアント問

題である｡この内,後者は早くに解決されたのであるが,ドイツ問題,

つまり占領の形式,賠償の取り立て方,どこまでそしてどのようにドイ

ツ産業の復興を許すか,最後に,これが一番の懸案だったのであるが,

ドイγ産業の心臓部ともいえるルール地方をめぐってのフランスの強硬

なその管理権の要求が解決にはいたらず,英仏の接近を妨げていたので

ある｡このドイツ占領問題に関しては,本稿では詳しく触れることほで

きないが,注に掲げる著作および論文等の中でも特に,AnnDeightonの

"TheImpossiblePeace''を読んでいただければ間違いないと思う(22)｡

とりあえず,かいつまんで述べるが,結論からいうと1947年春のモス

クワでの英米仏ソ四ケ国外相理事会までほ,フランスのドイツ問題に関

する態度は極めて強硬であり,しばしばソ連以上に厳しく賠償の履行,

ドイツ産業復興の抑制を主張し,すでにできるだけ速やかなドイツ経済

の復興･自立を求めるようになっていた英米両国を大いに悩ませたが,

このモスクワ外相理事会でフランスは期待していたソ連側からの自国の

要求への支援が得られなかったことに強く失望し,一転して英米陣営へ

接近を示し始めたのである｡したがって1947年6月のマーシャル演説の
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時点ではとりあえずイギリスとフランスとの間セドイツ問題についての

対立が存在するがゆえに英仏関係の強化が妨げられるというおそれほ,

それ以前とくらべて,はるかに少なくなっていたというわけである｡さ

らにほ,それより少し前1947年の2月にほレオン･プルム(ReonBlum)

を首班とするフランスの社会党政権からの申し出で,英仏両国は,ドイ

ツの将来の問題についてほ当面棚上げするという条件付きで,ドイツを

敵国とした軍事同盟条約(調印の場所からダンケルク条約といわれる)

を締結していたのである(23)｡

この後(ダンケルク条約締結の後)まずペグィソおよび外務省がもく

ろんだのほ,さらにべネルクス諸国との間にも同様の条約を締結しその

上で本格的経済協力へとアジェソダを拡大し,フランスをも含めた5ケ

国間での関税同盟を構築しようという方向であったが,この計画が実行

に移される前にマーシャルの提案がなされ,これに対して外務省は,こ

のアメリカの援助を利用すれば,イギリスがあまり自らの懐をいためる

ことなく,自らがリードする西欧の経済統合の促進,さらにほ関税同盟

の構築までがなされうるのではないかと期待し,そちらを当面の政策課

題としていったわけである(24)｡

しかし,この外務省の根本的戦後政策構想に起源を持つイギリス(お

よび可能ならその自治領諸国と植民地)も含む西欧関税同盟構想につい

てほ政府内部,特に大蔵,商務の二大経済官庁からの反対がその立案当

初から存在しており,外務省の構想がそのままイギリス政府の公式の政

策として完全に了承されていたわけではなかった｡そしてこの問題をめ

ぐっての政府内部での対立こそが,究極的には,決してそれのみによっ

てではないが,一つの大きな,そしておそらくは決定的な要田として,

1949年秋までには,西欧の同盟諸国およびその海外領土に基盤を置き,

イギリスを指導者とする第3の超大国ブロックを形成しようとする外務

省の根本構想の放棄を余儀なくさせたのである(25)｡
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さて,再びマーシャル演説の時点に戻るが,当初のペグィソおよび外

務省の期待ほ,すでに述べたようにこの計酎こ便乗することによってア

メリカの資金でイギリスが主導するイギリスを米ソに伍する独立の第3

の世界勢力とするための西欧の経済統合を進めようというものであった

が,マーシャル演説直後,6月末にロンドンで行われたクレイトン=ペ

グィソ会談においてはやくも,英米間の,このアメリカによる大規模対

ヨーロッパ経済援助の中でイギリスが果たすべき地位についての認識あ

るいは期待の相違は即座に明瞭になり,外務省はいきなり,大きな障害

にぶつかることになった｡ペグィソはこの時,クレイトンに対して,帝

国とコモンウェルスの利害を代表するイギリスの立場は,他のヨーロッ

パ諸国とは異なる特殊なものであるという点を強調し,他のヨーロッパ

諸国と平等の集団の中の一員ではなく,彼らを代表するアメリカの特別

のノく-トナーとし七,あくまでも英米2国間の｢協力｣という形式を維

持しながら他のヨーロッパ諸国への援助実施にあたりたいという意見を

述べたのだが,これに対するクレイトンの反応ほ極めて冷淡なものであ

り,アメリカとしてはイギリスー国のみを他の欧州諸国と異なる特別扱

いをするつもりはないとの姿勢が明瞭に示されたのである(26)｡

この扱いは,なお自らを世界的大国であると信じる誇り高きイギリス

外務省にとってほ屈辱的なものであったが,それでもやはりマーシャ

ル･プランの政治的,経済的魅力ほ拒否するには惜しすぎるものであっ

た｡その巨大な規模は欧州経済を短期的な停滞状態から救い出し,それ

ら諸国に政治的安定を与えてくれるであろうし,また具体的計画の作成

に際してアメリカ側がヨーロツ/く側に約束した相当程度の自由度によっ

て,イギリスがヨーロッパ諸国のリーダーとして振る舞う余地をなお与

えてくれるのでほないかとの期待も依然として消え去ってほいなかっ

た｡

さらにマーシャル･プランの与えたもう一つの大きな影響として触れ
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ておかなくてほならないことがある｡それは,このような巨大な経済的

プラγが西ヨーロッパの国際関係上の主役として一気に舞台の中央に踊

りでたことによって,それまでイギリスがすこしずつながら進めてきて

いた軍事面での(名目上は対ドイツの,しかし実質は対ソ連の)英仏さ

らに西欧諸国の協力推進というもう一つの西欧統合につながる道が,し

ばらくの間脇道となったということである(27)｡
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